
（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-1

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等児童検診補助金

予 算 事 業名 私立保育所運営費補助

予算事業コード 00310

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 不明 － 年度 創 設 か ら －

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
入所児童の健全な育成を図るため、児童検診に係る嘱託医（内科医・歯科医）診療報酬に対して補助する。
内科医・歯科医の受診によって、入所児童の健全育成が図られる。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

14,771 7,756 0 0 7,015 52.5% 0 0.0%

R5年度
決算額

13,803 7,791 0 0 6,012 56.4% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

17,292 8,646 0 0 8,646 50.0%

R7年度予算
要求額

17,292 8,646 0 0 8,646 50.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
私立保育所等が支出した嘱託医手当の額

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

（219,200円×2-176,410円）×33園

増 減 理 由

入所児童の健全育成にとって重要である。(減点)

0

公 平 性 5 保育所における保育の充実は、子育て支援施策の一つとして実施している。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

入所児童の健全育成が図られる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

園児の健康診断に要した費用を補助することで、公私立保育園格差なく園児の健康診断を実施できる。

園児の健康診断に要した費用を補助することで、公私立保育園の格差なく園児の健康診断を実施することができるため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-2

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等延長保育事業費補助金

予 算 事 業名 私立保育所補助事業費／延長保育補助

予算事業コード 01487

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 不明 － 年度 創 設 か ら －

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要

私立保育所等が実施する延長保育に要する経費を補助することにより私立保育所等の健全な運営と職員の健全な待遇
の保持を図り、もって児童福祉の向上に資することを目的とする。
保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加等に伴う保育時間の延長に対する需要に対応し、仕事と家庭の両立が図
られる。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

26,929 8,977 8,976 8,976 0 33.3% 0 0.0%

R5年度
決算額

22,033 7,345 7,344 7,344 0 33.3% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

25,295 8,433 8,431 8,431 0 33.3%

R7年度予算
要求額

42,039 14,015 14,012 14,012 0 33.3%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
延長保育事業に携わる職員の時間外手当および実施施設の水道光熱費等

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

短時間認定延長　　　　　　　　　　　　　　　　　標準時間認定延長
①1時間延長　　　　＠20,200×62人　　　　　 ①30分延長　　　　　 ＠600,000×19園
②2時間延長　　　　＠40,400×32人　　　　　 ②1時間延長　　　　 ＠1,760,000×8園
③3時間延長　　　　＠60,600×49人　　　 　　③2～3時間延長　  ＠2,761,000×4園

増 減 理 由 補助単価の変更による増額

国としての子育て支援の一つであり、私立保育所が実施する延長保育に要する経費の一部として必要で
ある。

(減点)

0

公 平 性 5
すべての私立保育所へ補助内容を周知しており、要件を満たせば補助を受け、延長保育の充実を図るこ
とができることから、市内どの地域に住んでいても園を選ばずに延長保育を受けやすい環境づくりがで
きている。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

延長保育に必要な経費（人件費等）として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

保護者の就労形態が多様化し、延長保育に対する需要が増大する中で、私立保育所が実施する延長保育
に大いに貢献している。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

延長保育事業実施施設があることにより、保護者の勤労形態が多様である家庭を支援をできるようにな
る。
（令和５年度実績　実施施設：30園）

保護者の就労形態が多様化しており、延長保育に対する需要が増大する中で、継続的な事業の実施が求められており、今後も一定の利用が見込まれるため、
事業実施には実施園の体制整備が必要であることから、引き続き事業を実施するため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-3

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等低年齢児保育事業費補助金

予 算 事 業名 私立保育所補助事業費／低年齢児保育補助

予算事業コード 01488

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 平成 18 年度 創 設 か ら 20

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要

私立保育所等が実施する低年齢児保育に要する経費を補助することにより、低年齢児の心身の発達と低年齢児保育の
円滑な推進を図ることを目的とする。また、待機児童となりやすい0、1歳児保育対策を円滑に実施することにより待
機児童を解消し、児童福祉の向上を図る。
保護者の就労形態の多様化に伴い、低年齢児保育に対するニーズに対応し、仕事と家庭の両立が図られる。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

37,345 23,727 0 13,618 0 63.5% 0 0.0%

R5年度
決算額

37,388 23,132 0 14,256 0 61.9% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

37,950 23,219 0 14,731 0 61.2%

R7年度予算
要求額

37,950 20,513 0 17,437 0 54.1%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）

（1）0歳児 @4,500×3,300人
（2）1歳児 @3,500×6,600人

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

（1）0歳児一人当たり月額@4,500×各月初日現在の0歳児数の累計
（2）1歳児一人当たり月額@3,500×各月初日現在の1歳児数の累計

増 減 理 由

国としての子育て支援の一つであり、私立保育所が実施する低年齢児保育に要する経費の一部として必
要である。

(減点)

0

公 平 性 5
すべての私立保育所へ補助内容を周知しており、要件を満たせば補助を受け、低年齢児保育の充実を図
ることができることから、市内どの地域に住んでいても園を選ばずに低年齢児を預けやすい環境づくり
ができている。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

低年齢児保育に必要な経費（人件費）として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

保護者の就労形態が多様化し、低年齢児保育に対する需要が増大する中で、私立保育所が実施する低年
齢児保育に大いに貢献している。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

待機児童となりやすい０、１歳児のクラスに保育士が加配されることで、待機児童が解消されている。
（令和５年度待機児童数0人）

保護者の就労形態の多様化によって低年齢児保育への需要が増大することは今後も予測され、より一層低年齢児を預けやすい環境づくりが必要となる。また、
低年齢児保育の充実を図ることによって待機児童が解消されているという効果性が認められていることから、今後も引き続き低年齢児保育の円滑な実施に努め
るべく事業の終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-4

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等一時預かり事業費補助金

予 算 事 業名 私立保育所補助事業費／一時預かり事業補助

予算事業コード 01489

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 不明 － 年度 創 設 か ら －

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要

保護者の就労形態の多様化等に伴う一時的な保育や保護者の傷病等による緊急時の保育に対する需要に対応するた
め、一時的に家庭保育が困難となる児童に対する一時保育を行うことにより、児童の福祉向上を図ることを目的とす
る。
一時的に家庭保育が困難となる児童に対する一時保育を対応することにより、仕事と家庭の両立が図られる。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

29,100 9,700 9,700 9,700 0 33.3% 0 0.0%

R5年度
決算額

36,609 12,203 12,203 12,203 0 33.3% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

38,335 12,779 12,778 12,778 0 33.3%

R7年度予算
要求額

46,760 15,588 15,586 15,586 0 33.3%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
一時預かり事業に携わる職員の賃金および実施施設の水道光熱費等

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

特別利用保育等対象者以外
年間延べ利用人数により、年額@2,833,000～@6,273,000
基幹型施設　@1,150,000

増 減 理 由 補助単価の変更による増額

一時的に家庭保育が困難となる児童に対する一時保育に要する経費の一部として必要である。(減点)

0

公 平 性 5
すべての私立保育園・認定こども園へ補助内容を周知しており、要件を満たせば補助を受け、一時保育
の充実を図ることができる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費（人件費等）として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

一時的に家庭保育が困難となる児童に対する一時保育を行うことにより、児童の福祉向上が図られる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

一時預かり事業実施施設があることにより、一時的に家庭保育が困難となる児童に対する支援をできる
ようになる。（令和５年度実績　実施施設：12園）

保護者の疾病等の緊急時や就労形態の多様化に伴い家庭保育が困難となる場合に一時保育を行っており、利用ニーズが多くなっている。実施園の拡大等の
課題はあるが、継続的な事業の実施が求められており、今後も一定の利用が見込まれるため、事業実施には実施園の体制整備が必要であることから、引き続
き事業を実施するため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-5

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所家庭支援推進保育事業費補助金

予 算 事 業名 私立保育所補助事業費／家庭支援推進保育補助

予算事業コード 01490

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 平成 21 年度 創 設 か ら 17

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
家庭環境に配慮を要する児童及びその保護者にきめ細やかな保育を実施し、家庭と連携して、児童の処遇向上を図
る。

8
補 助 対 象 者 私立保育所

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

51,212 27,534 3,858 19,820 0 53.8% 0 0.0%

R5年度
決算額

54,429 29,145 3,856 21,428 0 53.5% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

59,940 29,971 5,788 24,181 0 50.0%

R7年度予算
要求額

59,558 29,780 5,788 23,990 0 50.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
家庭支援推進保育を担当する加配保育士の賃金

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

国庫補助対象分
　1施設　@3,859,000
　1施設　@7,718,000
県補助対象分
　家庭支援保育に必要な加配保育士１日1人当たり@5,940×勤務日数、もしくは@334,300×勤務月数

増 減 理 由 加配保育士の勤務月数の減少による減額

外国人家庭の増加や家庭状況の多様化により家庭環境に配慮を要する児童が増えていることから、配慮
が求められている。

(減点)

0

公 平 性 5
日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について家庭環境に配慮を要する児童であっても安心
して子育てのできる環境づくりができる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

家庭訪問・子育て相談等の支援を行うことができ、当該児童に対し、きめの細かい保育ができる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

クラス担任とは別に、加配保育士を配置できるようになり、家庭環境に配慮を要する児童への支援がで
きるようになる。

近年外国人家庭の増加や両親の育児放棄等家庭での保育が厳しい家庭の児童が増えている。補助金の交付により、加配保育士の配置することで、家庭環境
に配慮を要する児童へのきめ細やかな保育の実施に繋がっている。今後も保育士不足が懸念される中で、継続して交付することで加配保育士の充実した保育
環境と児童の安心した生活がおくれる環境づくりへの効果が期待できるため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-6

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等特別支援保育事業費補助金

予 算 事 業名 私立保育所補助事業費／特別支援保育補助

予算事業コード 01491

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 平成 22 年度 創 設 か ら 16

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
特別支援保育事業を実施する民間保育所等に対して、補助金を交付することにより、障害児の発達と重度アレルギー
児に対し安全な給食の提供を推進することを目的とする。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

24,052 24,052 0 0 0 100.0% 0 0.0%

R5年度
決算額

54,784 44,340 0 0 10,444 80.9% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

40,113 40,113 0 0 0 100.0%

R7年度予算
要求額

71,507 53,507 0 18,000 0 74.8%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）

重度のアレルギー児と認定した児童　　  3,267,000円
軽度障害児と認定した児童　　　　　　 58,640,000円
重度障害児と認定した児童　　　　　　  9,600,000円

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

重度のアレルギー児と認定した児童　　一人当たり@33,000×在園月数
障害児と認定した児童　　　　　　    　    一人当たり@80,000×在園月数

増 減 理 由 補助対象児童児の増加見込みによる増額

私立保育所等が実施する特別支援保育に要する経費の一部として必要である。(減点)

0

公 平 性 5
すべての私立保育所等に補助内容を周知しており、要件を満たせば補助を受け、特別支援保育の充実を
図ることができる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

特別支援保育に必要な経費（人件費）として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

特別支援児に対する保育の需要が増大する中で、私立保育所等が実施する特別支援保育に大いに貢献し
ている。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

障害児及びアレルギー児に対する保育において、保育士等を加配することにより安全な保育を実施することができる。

特別支援保育事業を実施するにあたり、補助金を交付することによって全ての私立保育所等が要件を満たせば補助を受け、特別支援保育の充実を図ることが
できる。
また、障がい児及びアレルギー児に対して、保育士等を加配することによって安全な保育を実施することが出来た為、継続して交付することでさらなる効果が期
待できると思われるため、終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-7

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

認可外保育施設運営費補助金

予 算 事 業名 認可外保育施設運営費補助

予算事業コード 00312

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 不明 － 年度 創 設 か ら －

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要

保育所での保育の実施が困難であるために入所を待機する児童を保育所以外の保育施設において保育を実施した場合
に必要な経費の一部を助成することにより、児童の福祉の増進を図ることを目的とする。
保育所での保育が困難な保育所入所待機児童を認可外の保育施設で保育することにより、待機児童の解消につなが
る。

8
補 助 対 象 者 認可外保育施設（対象2箇所）

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

12,676 3,456 0 0 9,220 27.3% 0 0.0%

R5年度
決算額

14,169 3,456 0 0 10,713 24.4% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

6,912 3,456 0 0 3,456 50.0%

R7年度予算
要求額

6,912 3,456 0 0 3,456 50.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）

１施設常勤保育従事者２人を雇用するために必要とする経費。（常勤保育従事者のうち少なくとも１人は、保育士資
格となる資格を有していなければならない。）

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

１施設常勤保育従事者２人を雇用するために必要とする経費の１/２（常勤保育従事者のうち少なくとも１人は、保育士資格とな
る資格を有していなければならない。）
年額　1,728,000円/1施設（鈴鹿市パートタイム会計年度職員（保育士）1人分の賃金相当を補助）

増 減 理 由

保育所への入所ニーズは増加傾向にあることから、入所待機児童の解消にとって非常に重要である。(減点)

0

公 平 性 5 認可外保育施設には、すべての入所希望児童が入所できる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

保育所での保育が困難な待機児童を認可外の保育施設で保育することにより、待機児童の解消につなが
るとともに、児童の健全育成が図られる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

施設が雇用する保育士の賃金を補助することで、施設の負担を軽減し、入所希望児を受け入れてもら
い、待機児童の解消につながる。

保育所での保育が困難な保育所入所待機児童を認可外の保育施設で保育することにより、待機児童の解消につながる。
また、認可保育所より規模が小さく細やかな保育ができ認可保育所では担えない保育を行っており必要不可欠な施設であるため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-8

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

認可外保育施設衛生・安全対策事業費補助金

予 算 事 業名 認可外保育施設運営費補助

予算事業コード 00312

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 不明 － 年度 創 設 か ら －

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
認可外保育施設の保育従事者、調理担当職員に対する健康診断の費用の一部を補助する。
認可外保育施設の保育の充実を図る。

8
補 助 対 象 者 認可外保育施設（対象施設4箇所）

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

175 59 0 116 0 33.7% 0 0.0%

R5年度
決算額

138 47 0 91 0 34.1% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

207 69 0 138 0 33.3%

R7年度予算
要求額

189 64 0 125 0 33.9%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）

施設の職員の健康診断に要した費用。
上限なし。

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

事業に要する経費

増 減 理 由 補助対象施設の減少による減額

認可外保育施設の保育の充実にとって重要である。(減点)

0

公 平 性 5 認可外保育施設における保育の充実は、待機児童解消促進施策の一つとして実施している。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

認可外保育施設の保育の充実が図られる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

職員の健康診断費用を補助することで、認可外保育施設の質の維持につながる。

認可外保育施設職員の健康診断費用を補助することで、認可外保育施設の質の維持につながるため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-9

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立幼稚園園児健康管理費補助金

予 算 事 業名 私立幼稚園振興費補助

予算事業コード 02590

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 平成 7 年度 創 設 か ら 31

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
私立幼稚園の園児の健康管理に要する経費の一部を補助することにより、保護者の経済的負担の軽減と私立幼稚園の
健全な運営に資することを目的とする。

8
補 助 対 象 者 私立幼稚園設置者

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

5,151 4,055 0 0 1,096 78.7% 0 0.0%

R5年度
決算額

4,055 3,500 0 0 555 86.3% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

4,788 3,901 0 0 887 81.5%

R7年度予算
要求額

4,526 3,649 0 0 877 80.6%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）

《園児健診費》
内科737,000円、歯科484,000円、耳鼻科781,000円、眼科770,000円
《医療費》
876,800円

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

《園児検診費》　○内科 ＠670　○歯科 ＠440　○耳鼻科＠710　○眼科 ＠700
　　　　　　　　　　※単価は、公立幼稚園園医に支払う園児１人当たりの金額で設定
《医療費》　　　　○219,200円×1/2×2（内科・歯科医）
　　　　　　　　　　※単価は、公立幼稚園園医に支給する報酬

増 減 理 由 園児数の減少による減額

児童の健康状態について保護者のみならず幼稚園が知っておくことは、こどもを預かる者として非常に
重要な事項である、学校教育法及び学校保健安全法においても、健康診断の実施を義務付けており、必
要性は高い。

(減点)

0

公 平 性 5
児童の健康状態を正しく把握し、その結果に基づいて必要な措置をとることは、幼稚園に課せられた義
務であるため、健康診断が公私に格差が生じることなく確実に実施されるよう補助するものであるか
ら、公平性は確保されている。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業計画に沿った活動を行っており、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

児童の健康について保護者・園ともに把握することで、その後の家庭や園での生活にとと役立てること
ができる。また、市と私立幼稚園が協力して法的義務を果たすことも意義が大きい。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

園児の健康診断に要した費用を補助することで、公私の格差なく、園児の健康診断を実施できる。

私立幼稚園の園児の健康管理に要する経費の一部を補助することにより、保護者の経済的負担の軽減と私立幼稚園の健全な運営への効果が認められる。ま
た、公私の格差なく、園児の健康診断を実施できるため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-10

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立幼稚園教育環境整備事業費補助金

予 算 事 業名 私立幼稚園振興費補助

予算事業コード 02590

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 平成 21 年度 創 設 か ら 17

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要 私立幼稚園の教育条件の維持・向上を目的とし、園設置者に対し補助する。

8
補 助 対 象 者 私立幼稚園設置者

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

2,727 1,085 0 0 1,642 39.8% 0 0.0%

R5年度
決算額

3,004 1,000 0 0 2,004 33.3% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

2,000 1,000 0 0 1,000 50.0%

R7年度予算
要求額

2,000 1,000 0 0 1,000 50.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
幼稚園の教育環境整備に要した費用

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

1園あたりの教育環境整備事業費の2分の1補助（上限250,000円）
250,000円×4園

増 減 理 由

私立幼稚園に対する保護者のニーズは高く、公立幼稚園の再編整備を進めていく中で、私立幼稚園の存
在意義は、今後ますます高まることが想定される。同補助金により、私立幼稚園の施設・遊具・備品・
教材等の教育環境の整備等、社会の変化に対応した教育条件の維持向上に資することとなるため、必要
性は高い。

(減点)

0

公 平 性 5
特定の個人や幼稚園に対して特別な恩恵や利益を与えるものではない。また、私立幼稚園は、保育及び
幼児教育を必要とする保護者に対して広く入園の門戸を開いており、公平性は確保されている。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業計画に沿った活動を行っており、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

私立幼稚園において、社会のニーズに即した教育内容で園児を指導することにより、市全体の就学前教
育の充実に関して大きな役割を果たしている。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

園舎の修繕並びに遊具、備品、教材等の設置、購入及び修繕の費用を補助することで、教育環境・条件
の維持向上につながる。

幼稚園へのニーズが高まっており、幼稚園の環境を整備することによって、幼稚園教育の維持向上への効果が認められるため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-11

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立幼稚園等一時預かり事業費補助金

予 算 事 業名 幼稚園型一時預かり事業費

予算事業コード 01217

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 平成 29 年度 創 設 か ら 9

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
一時預かり事業の実施の促進を図り、もって一時的に家庭での保育が困難な場合の保育の提供及び保護者の育児によ
る心理的、身体的な負担の軽減を目的とする。
一時的に家庭保育が困難となる児童に対する一時保育を対応することにより、仕事と家庭の両立が図られる。

8
補 助 対 象 者 認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

5,198 1,734 1,732 1,732 0 33.4% 0 0.0%

R5年度
決算額

5,279 1,761 1,759 1,759 0 33.4% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

8,603 2,869 2,867 2,867 0 33.3%

R7年度予算
要求額

7,000 2,334 2,333 2,333 0 33.3%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
一時預かり事業に携わる職員の賃金及び実施施設の光熱費等

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

【基本分】　平日　一人当たり＠400～6,870
　　　　　　　長期休業日　　一人当たり＠400～800
　
【長時間加算】　平日   一人当たり＠150～450
 　　　　　　　　　 長期休業日　一人当たり＠300

増 減 理 由

一時的に家庭保育が困難となる児童に対する一時保育に要する経費の一部として必要である。(減点)

0

公 平 性 5
すべての認定こども園へ補助内容を周知しており、要件を満たせば補助を受け、一時保育の充実を図る
ことができる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費（人件費等）として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

一時的に家庭保育が困難となる児童に対する一時保育を行うことにより、児童の福祉向上が図られる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

一時預かり事業実施施設があることにより、一時的に家庭保育が困難となる児童に対する支援をできる
ようになる。

私立幼稚園の在園児を対象に、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに預かり保育を行っており、認定こども園に移行したことにより対象者も拡大し、
利用ニーズが多くなっている。今後も一定の利用が見込まれるため、事業実施には実施園の体制整備が必要であることから、引き続き事業を実施するため終期
を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-12

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立幼稚園等実費徴収補足給付事業費補助金

予 算 事 業名 子ども・子育て支援交付事業

予算事業コード 01963

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 1 年度 創 設 か ら 7

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
令和元年度10月実施予定の幼児教育・保育の無償化に伴い、私立幼稚園等を利用する低所得者世帯等を対象に給食費
（副食材料費）を補助する。

8
補 助 対 象 者 私立幼稚園、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

7,672 2,558 2,557 2,557 0 33.3% 0 0.0%

R5年度
決算額

5,945 1,983 1,981 1,981 0 33.4% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

8,100 2,700 2,700 2,700 0 33.3%

R7年度予算
要求額

8,640 2,880 2,880 2,880 0 33.3%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
給食費（副食費）@4,800（負担割合：国1/3、県1/3、市1/3）

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

・給食費（副食材料費） @4,800×150人×12月

増 減 理 由 補助単価の変更による増加

私立幼稚園を利用する低所得者世帯等を対象に給食費（副食材料費）を補助することより、保育の充実
を図るため必要である。

(減点)

0

公 平 性 5
すべての私立幼稚園に補助内容を周知しており、必要な場合は補助を受けることにより、保育の充実を
図ることができる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

補助対象に必要な経費は詳細に決められていることから、適切な会計処理ができる。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

私立幼稚園を利用する低所得者世帯等を対象に給食費（副食材料費）を補助することより、保護者負担
の軽減につながり、入園、持続的な通園に貢献している。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

幼児教育・保育の無償化に伴い、保育所、認定こども園、公立幼稚園等を利用する低所得者世帯等は副
食費が免除となったことから、当該補助金を活用することにより、私立幼稚園を利用する世帯に対し公
平性を確保することができる。

当該補助金により、私立幼稚園を利用する低所得者世帯の負担軽減を図り、保育所、認定こども園、公立幼稚園等を利用する世帯との公平性を確保する必要
があるため終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-13

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等保育体制強化事業費補助

予算 事 業名 私立保育所等保育体制強化事業費補助

予算事業コード 01924

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 2 年度 創 設 か ら 6

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
私立保育園等において、通訳や清掃業務、遊具の消毒等といった保育に係る周辺業務を行う者の配置の支援を行い、
保育士の業務負担の軽減を図ることを目的とする。
外国人児童を多数受入れしている園に対して、必要な通訳を雇用するための補助を行う。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

13,257 5,115 5,428 2,714 0 38.6% 0 0.0%

R5年度
決算額

27,481 8,671 12,540 6,270 0 31.6% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

23,040 8,910 9,420 4,710 0 38.7%

R7年度予算
要求額

39,480 13,020 17,640 8,820 0 33.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）

保育支援者の配置に要する費用の一部を補助する。
（保育支援者は、平成26年4月1日以降に新たに保育所等に配置された者とする。）
外国人児童を多数受入れしている園に対して、必要な通訳を雇用する費用の一部を補助する。

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

1施設当たり月額10万円（月9万円の加算あり）
通訳雇用加算月額5万円～15万円（市単補助加算）

増 減 理 由 補助対象施設の増加による増額

地域住民や子育て経験者などの地域の多様な人材を保育にかかる周辺業務に活用し、保育士の負担を軽
減することにより、保育の体制を強化することができる。

(減点)

0

公 平 性 5
すべての私立保育園・認定こども園へ補助内容を周知しており、要件を満たせば補助を受け、保育体制
強化を図ることができる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費を、適切な会計処理で行う。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

保育士の負担を軽減することにより、保育士の就業継続及び離職防止を図る。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

保育士の負担を軽減することにより、保育士が働きやすい職場環境を整備することができる。

保育所等において、保育士の負担が増大しており、保育士不足の原因の一つになっている。通訳や保育補助者等を雇用し、保育士の負担を軽減することは必
要不可欠であるが公定価格においてその費用は含まれていないため補助事業の継続は必須である。また、国庫補助制度においては、園の規模による補助額
の差を設けていないことから、定員の多い園は、補助金の恩恵が受けにくくなっている。そのため、市単独補助で、外国人児童を多数受入れている大規模の施
設において、必要な通訳を雇用する場合においては、補助額に加算を行い、保育を充実化させる。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-14

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等施設整備費補助

予算 事 業名 私立保育所等施設整費備補助

予算事業コード 01226

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 不明 － 年度 創 設 か ら －

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
私立保育所等における施設整備費の一部を補助することにより、施設の環境改善を図り、入所児童が安心安全で快適
に過ごせる保育環境の整備を推進する。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、幼保連携型認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

192,155 64,052 128,103 0 0 33.3% 0 0.0%

R5年度
決算額

225,863 75,288 150,575 0 0 33.3% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

311,400 103,800 207,600 0 0 33.3%

R7年度予算
要求額

8,550 2,850 5,700 0 0 33.3%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
保育所等の新設、修理、改造又は整備に要する経費

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

国が定める基準の1/4　（国1/2　市1/4　事業者1/4）

増 減 理 由 私立保育所等の新たな建替整備がないため減額

私立保育所等については、市からの委託費・補助金等を財源とし運営ているが、建替等の費用は含まれ
ていないことから、老朽化した園に対して、国庫補助金を利用し補助を行う。

(減点)

0

公 平 性 5
各私立保育所等から、建替・改修等の計画がある場合は申出てもらい、緊急性の高い施設から順に補助
事業を実施している。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

事業に必要な経費として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

民間が保有する施設にはなるが、建設費の一部を負担するだけで、市民に対する保育サービスを提供す
る環境の構築が可能となる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

入所児童が安心安全で快適に過ごせる保育環境の整備が図られている。

私立保育所等については、老朽化した園に対して、国庫補助金を利用し補助を行うことで、入所児童が安心安全で快適に過ごせる保育サービスを提供するこ
ととなるため、終期を延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-15

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等保育士処遇充実・定着化補助

予算 事 業名 私立保育所等保育士処遇充実・定着化補助

予算事業コード 02085

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 3 年度 創 設 か ら 5

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
私立保育所等の保育士の処遇を充実させることにより、定着化を図るとともに保育士・幼稚園教諭の２種の資格取得
を促進し資質向上を目指す。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

20,043 20,043 0 0 0 100.0% 0 0.0%

R5年度
決算額

20,471 20,471 0 0 0 100.0% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

23,296 23,296 0 0 0 100.0%

R7年度予算
要求額

25,884 25,884 0 0 0 100.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
各園が職員に支払う手当

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

4、5年目　  　 月額　@5,000　×　　75人　×　12月
6～10年目 　  月額　@7,000　×　122人　×　12月
11年目以上　 月額　@8,000　×　116人　×　12月

増 減 理 由 補助対象者の増加による増額

公私の賃金格差を考慮し、民間園の保育士・幼稚園教諭の定着化、育成、資質向上を図る。(減点)

0

公 平 性 5
すべての市内の私立保育所等へ補助内容を周知しており、要件を満たし事業を実施すれば補助対象とな
ることから、公平性は保たれている。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5
園が保育士・幼稚園教諭に支払った手当の実績に応じて補助を行うもので、適切な会計処理を行ってい
る。

(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

賃金の底上げが図られることから、他市の施設へ流れていた保育士・幼稚園教諭を市内の施設が確保し
やすくなる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

全国的な保育士・幼稚園教諭不足の中、職員の定着化及び資質向上が図ることができる。

私立保育連盟等による市議会への請願を経て、補助金を創設。保育士の定着化・資質向上を図るのが目的であり、事業の有効性の判断には少なくとも4～5年
は検証に要し、以降の実施期間を検討。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-16

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等休日保育補助

予算 事 業名 私立保育所等休日保育補助

予算事業コード 02086

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 3 年度 創 設 か ら 5

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
私立保育所が実施する休日保育事業に対して財政的支援を行うことにより、安全な保育の実現と安定的な運営に繋げ
る。

8
補 助 対 象 者 私立保育所等

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

843 843 0 0 0 100.0% 0 0.0%

R5年度
決算額

956 956 0 0 0 100.0% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

1,210 1,210 0 0 0 100.0%

R7年度予算
要求額

1,210 1,210 0 0 0 100.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
休日保育を実施するための経費

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

日祝保育有（加算分）　 自園の児童　　　　　　    @1,000　×　475人
　　　　　　　　　　 　　　　 他園の児童　0歳児　     @3,500　× 　10人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1、2歳児　  @3,000  ×   60人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3～5歳児　@2,000　×　260人

増 減 理 由

私立3施設が拠点園となり休日保育を実施している。他園の児童を受入れることにより、その日ごとに
児童が異なることから保育士等の負担が増えており、それを補う為の補助を実施。

(減点)

0

公 平 性 5
全ての市内の私立保育所等へ補助内容を周知しており、要件をみたし、事業を実施すれば補助対象とな
ることから公平性は保たれている。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

休日保育に必要な経費として、適切な会計処理を行っている。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

補助を行うことにより、安全・安心な保育の提供が促進される。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

市内の私立2施設で休日保育を実施しているが、補助事業の実施により、他園が新たに実施する誘因に
なり得る。

休日保育の要望が増加している中、保育士の確保が困難で、委託費の加算のみの財源では継続が困難との事情から補助事業の継続は不可欠である。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-17

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立幼稚園教諭処遇充実・定着化補助

予算 事 業名 私立幼稚園教諭処遇充実・定着化補助

予算事業コード 02087

年度目 終 期 令和 7 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 3 年度 創 設 か ら 5

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
私立幼稚園の幼稚園教諭等の処遇を充実させることにより、定着化を図るとともに保育士・幼稚園教諭の２種の資格
取得を促進し資質向上を目指す。

8
補 助 対 象 者 私立幼稚園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

3,836 3,836 0 0 0 100.0% 0 0.0%

R5年度
決算額

3,658 3,658 0 0 0 100.0% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

4,234 4,234 0 0 0 100.0%

R7年度予算
要求額

4,704 4,704 0 0 0 100.0%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
各園が職員に支払う手当

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

4、5年目　  　月額　@5,000　×　11人　×　12月
6～10年目 　 月額　@7,000　×　23人　×　12月
11年目以上　 月額　@8,000　×　22人　×　12月

増 減 理 由 補助対象人数の増加による増額

公私の賃金格差を考慮し、民間園の保育士・幼稚園教諭の定着化、育成、資質向上を図る。(減点)

0

公 平 性 5
すべての市内の私立幼稚園へ補助内容を周知しており、要件を満たし事業を実施すれば補助対象となる
ことから、公平性は保たれている。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5
園が保育士・幼稚園教諭に支払った手当の実績に応じて補助を行うもので、適切な会計処理を行ってい
る。

(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

賃金の底上げが図られることから、他市の施設へ流れていた保育士・幼稚園教諭を市内の施設が確保し
やすくなる。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

全国的な保育士・幼稚園教諭不足の中、職員の定着化及び資質向上が図ることができる。

私立保育連盟等による市議会への請願を経て、補助金を創設。保育士の定着化・資質向上を図るのが目的であり、事業の有効性の判断には少なくとも4～5年
は検証に要し、以降の実施期間を検討。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入） 6

こども育成課-18

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

多様な集団活動事業の利用支援事業費補助

予算 事 業名 多様な集団活動事業の利用支援事業費補助金

予算事業コード 02228

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 4 年度 創 設 か ら 4

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
地域の保護者のニーズに応える小学校就学前のこどもを対象とした多様な集団活動について、当該集団活動を利用す
る幼児の保護者の経済負担を軽減するため、その利用料の一部を給付する。

8
補 助 対 象 者 過半数が無償化対象外の認可外保育施設、各種学校を利用する幼児の保護者

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

260 88 86 86 0 33.8% 0 0.0%

R5年度
決算額

95 33 31 31 0 34.7% 0 0.0%

R6年度
当初予算額

720 240 240 240 0 33.3%

R7年度予算
要求額

480 160 160 160 0 33.3%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
保護者が支払う利用料の一部を補助

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

　@20,000 × 2人 × 12月 = 480,000円

増 減 理 由 補助対象者の減少による減額

幼児教育・保育の無償化の対象となっていない多様な集団活動の利用について、保護者の経済負担を軽
減する。

(減点)

0

公 平 性 5 国が定めた基準を満たす施設の利用者は補助の対象となる。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

国の交付金交付要綱に基づき適切に会計処理を行う。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

国交付金を活用し事業を実施する。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

保護者の子育てにおける経済的負担を軽減ができる。

幼児教育・保育の無償化の対象となっていない多様な集団活動の利用について、当該集団活動を利用する幼児の保護者の経済負担を軽減するため、終期を
延長する。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入）

こども育成課-19

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等医療的ケア児保育支援事業費補助

予算 事 業名 私立保育所等医療的ケア児保育支援事業費補助

予算事業コード 02510

年度目 終 期 令和 8 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 6 年度 創 設 か ら 2

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
医療的ケア児の受入れに伴う看護師等を配置する私立保育所等に対し補助を行い、こどもの安全な保育環境を確保す
る。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

0 0 0 0 0 － 0 －

R5年度
決算額

0 0 0 0 0 － 0 －

R6年度
当初予算額

15,040 3,760 7,520 3,760 0 25.0%

R7年度予算
要求額

7,522 1,255 5,014 1,253 0 16.7%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）
医療的ケア児の受入れに伴う看護師等の配置に係る費用等

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

看護師の配置　１施設当たり：5,290,000円を上限
保育士等の配置（上乗せ分）　１施設当たり：2,232,000円を上限

増 減 理 由 補助対象施設の減少による減額

私立保育所等による医療的ケア児の受入れには、看護師等の配置による多額の費用が必要となることか
ら、医療的ケア児を安心して預ける環境を構築するために必要。

(減点)

0

公 平 性 5
私立保育所等に補助内容を周知し、本補助の補助要件を満たせば補助を受けることができることから、
公平である。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 継続

透 明 性

5

医療的ケア児の保育に必要な経費（人件費）が対象であり、補助要綱に沿って適切に審査する。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

多様な保育ニーズに応じることは急務であり、本市における医療的ケア児の受入れを促進するうえで、
本補助の効果は高い。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

私立保育所等による医療的ケア児の受入れには、看護師等の配置が必要であることから、補助制度新設
による負担軽減によって、受入れ先となる保育所等の増加が見込まれる。



（様式１）補助金等シート
（１）補助内容 Ｒ 7 年度予算用

2 3

4 5

6

（２）補助金等判断基準

11 12

（３）終期延長の理由（終期を延長した初年度のみ記入）

こども育成課-20

1
名 称

( 予 算 事 業 名 )

私立保育所等保育補助者雇上強化事業費補助

予算 事 業名 私立保育所等保育補助者雇上強化事業費補助

予算事業コード 02614

年度目 終 期 令和 9 年度

分 類 事業費補助 所 属 こども育成課

交 付 開 始 年 度 令和 7 年度 創 設 か ら 1

根 拠 法 令 鈴鹿市補助金等交付規則、鈴鹿市補助金等交付要綱

7 事業の目的・概要
保育所等における保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図ることを目的として、保育士の補助を行う保育
補助者等の雇上に必要な費用を補助する。

8
補 助 対 象 者 私立保育所、認定こども園

交 付 先 ( 補 助 対 象
者 と 異 な る 場 合 )

補助対象
事業費の
繰越額(C)

補助金に対
する繰越金

の割合
(C/B)

市 補 助 金 (B) 国 補 助 金 県 補 助 金 そ の 他

9

補

助

金

額

等

(単位:千円)
補助対象事業費

(A)

財 源 内 訳 補助率
(B/A)

R4年度
決算額

0 0 0 0 0 － 0 －

R5年度
決算額

0 0 0 0 0 － 0 －

R6年度
当初予算額

0 0 0 0 0 －

R7年度予算
要求額

51,261 6,409 38,445 6,407 0 12.5%

13

補助金等の判断基準 評 価 点 評 価 の 理 由

必 要 性

5

10

補助対象事業費
の内訳

（具体的に記載）

保育補助者等の雇上強化を行う経費
【補助単価】
　利用定員　121人未満：2,441千円
　　　　　　121人以上：4,882千円

補助金等の算出根拠
（具体的に記載）

【利用定員】
121人未満　2,441千円 × 9園 = 21,969千円
121人以上　4,882千円 × 6園 = 29,292千円

増 減 理 由 新規

保育補助者及び有資格保育補助者を保育所等に勤務する保育士の補助を行う者として雇い上げることに
より、保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図り、保育人材の確保を行うことができる。

(減点)

公 平 性 5
私立保育所等に補助内容を周知し、本補助の補助要件を満たせば補助を受けることができることから、
公平である。

総 合 評 価 点 20 適 否 の 評 価 適

透 明 性

5

事業に必要な経費を、適切な会計処理で行う。(減点)

0

前回終期 令和 年度

効 果 性 5

【評価の理由】

私立保育所等に勤務する保育士の業務負担軽減及び離職防止に寄与するうえで、本補助の効果は高い。

【補助金等の交付により得られる効果・実績・目的の達成状況（具体的に記載）】

保育補助者及び有資格保育補助者を保育所等に勤務する保育士の補助を行う者として雇い上げることに
より、保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図り、保育人材の確保を行うことができる。


